
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付要綱

令和５年１０月１３日

告示第２３５号

（趣旨）

第１条 この要綱は、地震発生時における建築物の倒壊による広域

緊急輸送道路の閉塞を防ぎ、避難や救援救急活動、緊急物資の輸

送等の機能を確保するため、広域緊急輸送道路沿道建築物の耐震

化を行う者に対し、予算の範囲内において補助金を交付すること

について、廿日市市補助金等交付規則（平成５年規則第１０号。

以下「規則」という。）に規定するもののほか、必要な事項を定

めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところ

による。

(1) 広 域緊急輸送道路 広島県緊急輸送道路ネットワーク計画

（平成２５年６月）に定める広域的な災害支援に資する路線を

いう。

(2) 広域緊急輸送道路沿道建築物 建築物の耐震改修の促進に

関する法律（平成７年法律第１２３ 号）（以下「法」という。）

第５条第３項第２号の規定に基づき県が耐震診断を義務付け

た住宅及び建築物をいう。

(3) 耐震診断 法第２条第１項に規定する耐震診断で、法第４条

第２項第３号の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施につい

て技術上の指針となるべき事項に沿って行うものをいう。

(4) 耐震化 地震に対する安全性の向上を目的として、耐震改修、

建替え又は除却をすることをいう。

(5) 耐震改修 地震に対する安全性の向上を目的として、増築、

改築、修繕、模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をする



ことをいう。

(6) 耐震補強設計 耐震改修を実施するために必要な設計図書を

作成することをいう。

(7) 事業実施者 広域緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を実施す

る建物所有者等をいう。

(8) 耐震診断判定書 耐震診断評価機関から耐震診断結果が適切

である旨の評価を受けた評価書をいう。

(9) 住宅 一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅をいい、店舗等の

用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面

積の２分の１未満のもの）を含む。

(10) マンション 共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物

であって、延べ面積が 1、 000 ㎡以上であり、かつ、地階を除

く階数が原則として３階以上のものをいう。

(11) 建築物 第９号に掲げる住宅以外の建築物をいう。

(12) 耐震診断資格者等 建築物の耐震改修の促進に関する法律

施行規則（平成７年建設省令第２８号）第５条第１項第１号又

は第２号に規定する者をいう。

（補助対象建築物等）

第３条 この要綱による補助金の交付の対象となる住宅及び建築

物（以下「補助対象建築物」という。）は、次のいずれにも該当

するものとする。

(1) 市内に存する広域緊急輸送道路沿道建築物であること。

(2) 法附則第３条に規定する要緊急安全確認大規模建築物でな

いこと。

(3) 国、地方公共団体その他公的団体が所有するもの以外のもの

であること。

(4) 地震に対して安全な構造とする旨の特定行政庁による勧告

又は法に基づく指導を受けたもので、建築基準法に基づく耐震



改修に係る命令を受けていないものであること。

(5) 耐震診断の結果、倒壊のおそれがあると判断されたものであ

ること。

(6) 基礎が杭基礎である補助対象建築物（耐震改修を行うものに

限る。）にあっては、当該杭基礎の安全性について、一級建築

士（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規

定する一級建築士をいう。以下同じ。）により確認されたもの

であること。

(7) 補助対象建築物（建替えされる住宅に限る。）にあっては、

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域外に存

すること。

(8) 補助対象建築物（建替えされる建築物に限る。）にあっては、

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年

法律第５３号）第２条第１項第三号に規定する建築物エネルギ

ー消費性能基準（以下、「省エネ基準」という。）へ適合する

こと。

（補助対象者）

第４条 この要綱による補助金の交付の対象となる者（以下「補助

対象者」という。）は、次のいずれかに該当する者とする。

(1) 補助対象建築物の所有者であって市税の滞納がない者

(2) 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）

の規定による建物等を管理するために補助対象建築物の区分

所有者全員で構成された団体であって、区分所有者全員が市税

の滞納がない者

(3) その他市長が適当と認める者

（補助対象事業）



第５条 この要綱による補助金の交付の対象となる事業（以下「補

助対象事業」という。）は、次に掲げる事項に適合するものでな

ければならない。

(1) この補助金の交付決定日より前に、補助対象事業に係る契約

を行っていないこと。

(2) 市、国、本市以外の地方公共団体その他公的団体から、補助

対象事業について、他の補助金その他これに類するものの交付

を受けないもの。

(3) 耐震改修を行う場合にあっては、 耐震診断判定書の交付を

受けた耐震補強設計に基づき行われたもの、又は耐震改修に伴

い建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の建築

確認を受ける必要がある場合には、確認済証の交付を受けたも

の。（耐震改修工事を行う全ての部分を対象として確認済証の

交付を受けたものに限り、建築物の耐震改修の促進に関する法

律施行令（平成７年政令第４２９号）第３条各号に掲げる工事

を行なうものは対象としない。）

(4) 建替えを行う場合にあっては、建築基準法第６条第１項又は

第６条の２第１項の確認済証の交付を受けたものであること。

(5) 除却を行う場合にあっては、補助対象建築物の全部を除却す

るものであること。

（補助金の交付額）

第６条 補助金の交付額は、別表に掲げる額を上限とする。ただし、

この場合において、当該交付額に千円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額とする。

（補助金の交付の申請）

第７条 この要綱による補助金の交付を受けようとする者（以下「申

請者」という。）は、市の廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物



耐震化事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添付して市長に申請しなければならない。

(1) 当該補助対象建築物に係る登記事項証明書その他所有者が

確認できるもの

(2) 当該補助対象建築物の所有者（区分所有されている補助対象

建築物にあっては、すべての区分所有者）の市税完納証明書（滞

納のない旨の証明書）

(3) 区分所有されている補助対象建築物にあっては、当該補助対

象建築物の管理を行う団体の総会の決議書等

(4) 補助対象事業に要する費用に消費税を含める場合にあって

は、消費税仕入れ税額控除確認書

(5) 当該補助対象建築物に係る確認済証の写しその他当該補助

対象建築物の建築年月日がわかるもの

(6) 当該補助対象建築物に係る耐震診断の結果を示す書類

(7) 基礎が杭基礎である補助対象建築物（耐震改修を行うものに

限る。）にあっては、当該杭基礎の安全性について、一級建築

士が証する書類

(8) 当該補助対象建築物の付近見取図、配置図、各階平面図、立

面図、断面図、床面積求積図（用途別床面積算定表を含む。）、

構造図、耐震改修を行う箇所を明示した図、現況外観写真等

(9) 当該補助対象事業に要する費用の見積書の写し

(10) 当該補助対象事業が耐震改修である場合にあっては、当該

耐震改修において補修等を行う箇所及びその方法等を示した

構造図並びに当該耐震改修の計画が耐震判定委員会において

適切である旨の評価を受けたものであることを証する書類

(11) 当該補助対象事業が建替え工事である場合にあっては、建

替え工事に係る実施設計図書及び省エネ基準に適合している

ことを確認できる書類

(12) 当該補助対象事業が除却工事である場合にあっては、除却



工事に係る除却範囲を示した図書

(13) 当該補助対象事業が確認済証の交付を受けなければならな

い工事である場合にあっては、当該工事に係る確認済証の写し

（建築基準法以外の法令の規定により確認済証の交付があっ

たものとみなされる認定を受けた工事にあっては、当該認定を

受けたことを証する書類）

(14) 当該補助対象事業の工程表

(15) 改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物

であることの確認書の写し

(16) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 申請者は、補助金の交付の申請にあたって、当該補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含ま

れる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計

額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税

額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、申

請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りではない。

（交付決定の通知）

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合には、当該申

請を審査し、この要綱による補助金の交付を決定したときは、廿

日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付決定

通知書（様式第２号）により当該申請を行った申請者にその旨を

通知し、この要綱による補助金の交付を行わないことを決定した

ときは、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金

不交付決定通知書（様式第３号）により当該申請を行った申請者



にその旨を通知するものとする。

２ 市長は、この要綱による補助金を交付するときは、次に掲げる

条件のほか、この要綱の目的を達成し、前項の規定による補助金

の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が適切

に補助対象事業を行うために必要な条件を付するものとする。

(1) 補助金は補助対象事業に要する経費に充てること。

(2) 市長が補助対象事業の実施状況等に関する報告を求めたと

きは、市長が定める期限までに、当該実施状況等が確認できる

書類を添付して報告すること。

(3) 補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又はその遂

行が困難になったときは速やかにその原因及びこれに対する

措置を市長に報告し、その指示を受けること。

（帳票等の保存期間）

第９条 補助金の交付決定を受けたものは、当該補助対象事業に係

る経費の収支を明らかにした領収書等の書類及び帳票を備え、当

該補助対象事業の完了の日から起算して５年を経過した日の属

する会計年度の末日まで保存しなければならない。

（事業の着手）

第１０条 補助事業者は、第８条第１項の規定による補助金の交付

の決定に係る補助対象事業に着手したときは、遅滞なく廿日市市

広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業着手届（様式第４号）に

次に掲げる書類を添付して市長に届け出なければならない。

(1) 補助対象事業の実施に係る請負契約書の写し

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（事業内容の変更等）

第１１条 補助事業者は、補助金の交付の決定後において、当該決



定に係る補助対象事業について、内容の変更等を行う場合は、あ

らかじめ廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業変更

（中止・廃止）承認申請書（様式第５号）に当該変更等の内容が

わかる書類を添付して市長に提出し、その承認を受けなければな

らない。

２ 市長は、前項の規定により廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築

物耐震化事業変更（中止・廃止）承認申請書の提出があったとき

は、その内容を審査し、補助対象事業の変更等を承認したときは、

廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業変更（中止・廃

止）承認通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するもの

とする。

（実績報告）

第１２条 補助事業者は、第８条第１項の規定による補助金の交付

の決定を受けた補助対象事業が完了したときは、その完了の日か

ら起算して３０日を経過した日又は当該決定を受けた日の属す

る会計年度の末日のいずれか早い日までに、廿日市市広域緊急輸

送道路沿道建築物耐震化事業実績報告書（様式第７号）に次に掲

げる書類を添付して市長に提出して、補助対象事業の実績報告を

しなければならない。

(1) 補助対象事業の実施に要した経費に係る領収書の写し

(2) 補助対象事業について建築基準法第７条第５項又は第７条

の２第５項の規定による検査済証の交付を受けた場合にあっ

ては、当該検査済証の写し

(3) 補助対象事業実施前後の状況及び工事の状況等、補助対象事

業の実施内容を写した写真

(4) 当該補助対象建築物（建替え又は除却に限る。）の産業廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

に規定する産業廃棄物管理票Ｅ票の写し



(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 前項の規定による実績報告をする者のうち、第７条第２項ただ

し書きの規定により申請をした者は、第８条第１項の規定による

補助金の交付の決定を受けた金額について消費税等仕入控除税

額が明らかになった場合には、これを当該金額から減額して報告

しなければならない。

（補助金額の確定）

第１３条 市長は、前条第１項の規定による実績報告を受けたとき

は、当該実績報告に係る補助対象事業の成果が第８条第１項の規

定による補助金の交付の決定及び同条第２項の規定によりこれ

に付した条件に適合するものであるかを確認し、適合すると認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、廿日市市広域緊急輸

送道路沿道建築物耐震化事業補助金確定通知書（様式第８号）に

より補助事業者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第１４条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、廿日市市

広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付請求書（様式

第９号）を市長に提出し、補助金の交付の請求をするものとする。

（交付決定の取消し）

第１５条 市長は、補助事業者が規則第１７条各項のいずれかに該

当するときは、この要綱による補助金の交付の決定の全部又は一

部を取り消すことができる。

２ 前項の規定は、補助対象事業について第１３条の規定による交

付すべき補助金の額の確定があった後においても適用する。

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一

部を取り消したときは、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐



震化事業補助金交付決定（全部・一部）取消通知書（様式第１０

号）によりその旨を補助事業者に通知するものとする。

（返還命令）

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消

した場合において、当該取消しに係る部分について既に補助金が

交付されているときは、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐

震化事業補助金返還命令書（様式第１１号）により、期限を定め

て、補助金事業者に補助金の全部又は一部の返還を命ずるものと

する。

（消費税相当額の確定に伴う補助金の返還）

第１７条 補助事業者は、第１２条の規定による実績報告後におい

て、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税

等仕入控除税額が確定した場合には、廿日市市広域緊急輸送道路

沿道建築物耐震化事業補助金消費税等仕入控除税額報告書（様式

第１２号）により、速やかに市長に報告するとともに、前条の規

定による市長の返還の命令を受けてこれを市に返還しなければ

ならない。

（全体設計承認）

第１８条 申請者は、補助対象事業が複数年度にわたる場合は、廿

日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計承認申

請書（様式第１３号）に次に掲げる書類を添付して市長に申請し、

当該補助対象事業に係る事業費の総額、年度ごとの工程、出来高

及び補助金の交付額等に関する設計（以下「全体設計」という。）

について、当該全体設計に基づく補助対象事業に係る最初の補助

金の交付の申請をするまでに市長の承認を受けなければならな

い。



(1) 当該補助対象事業に係る年度ごとの工程が確認できる書類

(2) 当該補助対象事業に係る年度ごとの出来高の見積書又はそ

の写し

(3) 当該補助対象建築物の付近見取図、配置図、各階平面図、立

面図、断面図、床面積求積図（用途別床面積算定表を含む。）、

構造図、耐震改修を行う箇所を明示した図、現況外観写真等

(4) 当該補助対象事業が耐震改修である場合にあっては、当該耐

震改修において補修等を行う箇所及びその方法等を示した構

造図並びに当該耐震改修の計画が耐震判定委員会において適

切である旨の評価を受けたものであることを証する書類

(5) 当該補助対象事業が建替え工事である場合にあっては、建替

え工事に係る実施設計図書

(6) 当該補助対象事業が除却工事である場合にあっては、除却工

事に係る除却範囲を示した図書

(7) 当該補助対象事業が確認済証の交付を受けなければならな

い工事である場合にあっては、当該工事に係る確認済証の写し

（建築基準法以外の法令の規定により確認済証の交付があっ

たものとみなされる認定を受けた工事にあっては、当該認定を

受けたことを証する書類）

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合には、当該申請を

審査し、当該申請に係る全体設計を承認したときは、廿日市市広

域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計承認通知書（様式

第１４号）により当該申請を行った者にその旨を通知し、当該申

請に係る全体設計を承認しないと決定したときは、廿日市市広域

緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計不承認通知書（様式

第１５号）により当該申請を行った者

にその旨を通知するものとする。

３ 市長は、全体設計を承認するときは、次に掲げる条件のほか、



この要綱の目的を達成し、前項の規定による承認を受けた者が適

切に補助対象事業を行うために必要な条件を付するものとする。

(1) 承認を受けた全体設計を変更し、中止し、又は廃止しようと

するときは、あらかじめ市長の承認を受けること。

(2) 補助対象事業が全体設計において予定した期間内に完了し

ないとき、又はその遂行が困難になったときは速やかにその原

因及びこれに対する措置を市長に報告し、その指示を受けるこ

と。

(3) 規則及びこの要綱を遵守すること。

４ 第２項の規定による承認を受けた者は、当該承認を受けた全体

設計について変更（変更の内容が軽微なものとして市長が認めた

ものを除く。）、中止又は廃止（以下「変更等」という。）を行

う場合は、あらかじめ廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震

化事業全体設計変更（中止・廃止）承認申請書（様式第１６号）

に当該変更等の内容がわかる書類を添付して市長に提出し、当該

変更等を行った補助対象事業に係る第７条第１項の規定による

申請又は第１１条第１項の規定による書類の提出をするまでに

その承認を受けなければならない。

５ 市長は、前項の規定により廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築

物耐震化事業全体設計変更（中止・廃止）承認申請書の提出があ

ったときは、その内容を審査し、全体設計の変更等を承認したと

きは、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計

変更（中止・廃止）承認通知書（様式第１７号）により第２項の

規定による承認を受けた者に通知するものとする。

６ 第２項の規定による承認を受けた補助対象事業に対する補助

金の交付額は、当該補助対象事業に要する費用の合計及びこれに

対する年度ごとの補助金の合計に第６条の規定を適用し、同条の

規定により算定した額に年度ごとの補助対象事業の出来高の補

助対象事業に要する費用全体に対する割合を乗じて得た額を限



度とする。

７ 第２項の規定による承認を受けた者は、当該承認を受けた補助

対象事業に係る第７条第１項の規定による申請（当該補助対象事

業に係る最初の申請を除く。）をするときに、同項各号に規定す

る書類のうち、市長が最初の申請時から変更がないため不要と認

めたものを添付することを要しない。

８ 第２項の規定による承認を受けた補助対象事業については、当

該補助対象事業に係る最初の申請を行う年度を除き、第１０条第

１項の規定を適用しない。

９ 第２項の規定による承認を受けた者は、当該承認を受けた補助

対象事業に係る第１２条第１項の規定による実績報告（当該補助

対象事業に係る最後の報告を除く。）をするときに、同項第１号

及び第２号までに規定する書類を添付することを要しない。

（その他）

第１９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和５年１０月１３日から施行する。



別表

補助対象建築物 補助金の額の上限

第２条（２）項に定める建築物 広域緊急輸送道路沿道建築物

の耐震化に要する費用に１５

分の１１を乗じた額。

ただし、耐震化に要する費用

は、補助対象の延べ面積に、地

域防災拠点建築物整備緊急促

進事業補助金交付要綱第３第

１項第三号に掲げる額を乗じ

て得た額を限度額とする。


